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ウッドチェンジ協議会@農林⽔産省本館7階講堂（2025.10.3）

建築物ライフサイクルカーボン評価に関する制度と
建築物における⽊材利⽤の可能性について

2

3 これから

1 これまで

建設 解体改修資材製造設計 運⽤

T.Ikaga

UC 新築⼯事 EC-UC 改修⼯事OC 建物運⽤

現在

ゼロカーボンビル推進会議 委員⻑代理／国⼟交通省 建築物LCA制度検討会座⻑

（資料１）
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1959.3 東京都⽣まれ
1981.3 早稲⽥⼤学 理⼯学部建築学科卒業（⽊村建⼀研）
1983.3 早稲⽥⼤学 ⼤学院修⼠課程修了 （⽊村建⼀研） 
1983.4 ㈱⽇建設計 建築環境設備設計者 （15年間）
1998.7 東京⼤学 助教授（⽣産技術研究所）（ 2年間）
2000.4 ㈱⽇建設計 環境計画室⻑ (  6年間）
2006.1 慶應義塾⼤学 理⼯学部 教授 （18年間）
2024.4 慶應義塾⼤学名誉教授
2024.5 ⼀般財団法⼈ 住宅・建築SDGs推進センター 理事⻑

2

略歴

企業 21年間

⼤学 20年間

⽇本建築学会副会⻑、⽇本LCA学会副会⻑、⽇本応⽤⽼年学会理事など
博⼠(⼯学) (東京⼤学) 専⾨分野︓建築・都市環境⼯学

ライフサイクルカーボン削減とウェルビーイングを向上する
建築環境設計を⽀援する研究に取り組む

梼原町総合庁舎(2006）
設計︓隈研吾 慶應義塾⼤学教授
公共建築賞国⼟交通⼤⾂賞

東京ドーム(1988)
排⽔通気システム特許
空気調和衛⽣⼯学会賞

明治⼤学ﾘﾊﾞﾃｨﾀﾜｰ(1998)
環境省エネ建築賞
国⼟交通⼤⾂賞

⽇本建築学会
建物のLCA指針
（1999）

公共建築協会
グリーン庁舎計画
指針及び同解説
(1999)

環境親話(1992)

時を超えて活きる
建築・都市づくり
をめざして

2010年における東京の温室効果ガス半減計画

⽶国建築家協会コンペ (1993)

1
ゼロエネ・
快適住宅の研究

これまで

建物のライフサイクル
と⾃然回復時サイクル
の調和

東京23区の半分を森に

⽊造⾼層建築に炭素を貯蔵

⽊造⾼層化・集約化により東京を森に戻す未来提案
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1999年/2003年/
2006年/2013年/
2024年改訂

3

⽇本建築学会
建物のLCA指針

1999年- 1999年-

国⼟交通省
グリーン庁舎計画指針・
同解説(1999.4)
同基準・同解説（2006.1）

2005年-

東京都財務局
都有施設環境・コスト評
価システム
（2005.5)

環境配慮契約法 (2007)
国等の設計契約にLCCO2とCASBEE検討を
含めることが義務化

2-2 ライフサイクルCO2(温暖化影響チャート）

標準計算

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般的な建
物（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安で示したもので
す

30%: ☆☆☆☆☆ 60%: ☆☆☆☆ 80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆ 100%超: ☆

0 46 92

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイト オフサイト

100%

74%

63%

63%

①参照値

②建築物の取組み

③上記+②以外の

オンサイト手法

④上記+

オフサイト手法

）2 m年・/2CO-kg（

Operational 
carbon

EmbodiedUpfront 

Whole life carbon

2008年- 簡易版WLCA導⼊

CASBEE
2008年版から
LCCO2評価導⼊

24⾃治体 条例で
CASBEE届出義務化(2002年-）

建築物のライフサイクルカーボン削減 1これまで
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その他
の部⾨
 62%

1990年度の
ＣＯ2排出量
11億t-CO2/年

建設 解体改修資材製造設計 運⽤
T.Ikaga

UC 新築⼯事 EC-UC 改修⼯事OC 建物運⽤

CO2排出量の40%は建築物WLC
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1998年以降、全ての
新築建物で30％省エネ
対策、改修建物で15％
省エネ対策＋耐⽤年数
3倍延伸対策推進
電⼒のCO2削減努⼒も
⾒込んだ場合

OC
オペレーショナルカーボン

+15%

-6% - 10%

- 59%

現状維持の場合

UC
アップフロント
カーボン

EC-UC 
改修

⽇本建築学会声明
(1997.12）
達成の場合

住宅OC 
11%

⾮住宅OC
14%

住宅
UC 
5%

⾮住宅
UC

6%

住宅+⾮住宅
EC-UC 1%

⽇本建築学会声明（1997.12）

伊⾹賀俊治・村上周三・加藤信介・⽩⽯靖幸︓我が国の建築関連CO2排出量の2050年までの予測、⽇本建築学会計画系論⽂集 65巻 535号 p. 53-58（2000.9）
https://doi.org/10.3130/aija.65.53_5

気候変動枠組条約
COP3京都
締約国会議
に合わせて

1建築物のライフサイクルカーボン削減 これまで

https://doi.org/10.3130/aija.65.53_5


理事⻑ 伊⾹賀俊治
Prof. Emeritus, Keio University
慶應義塾⼤学名誉教授

Toshiharu IKAGAPresident, Institute for Built Environment and Carbon Neutral for SDGs

1) LCCO2部会（部会⻑︓伊⾹賀俊治 慶應義塾⼤学教授）
住宅におけるLCCO2の概念設計と計算体系の確⽴

2) 環境設備部会（部会⻑︓桑沢保夫 建築研究所上席研究員）
CO2削減のための各種環境設備技術の開発

3) 構法技術部会（部会⻑︓清家 剛 東京⼤学准教授）
CO2削減のための構法技術の開発

4) LCCM住宅設計部会（部会⻑︓⼩泉雅⽣ ⾸都⼤学東京准教授）
LCCM住宅のモデル設計および設計マニュアルの作成

5）普及技術開発委員会（委員⻑︓清家 剛 東京⼤学准教授）
CO2削減技術の普及を促進する技術の開発

ライフサイクルカーボンマイナス住宅研究開発委員会（国交省補助）
委員⻑︓村上周三 建築研究所理事⻑(当時) 2009年度〜  

建築研究所LCCM実験住宅(2011.2竣⼯)

5
梼原町営 下組住宅（2010.2竣⼯）梼原町営 松原住宅（2010.2竣⼯）

1建築物のライフサイクルカーボン削減 これまで
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国⼟交通省補助事業

オーストリア

佐賀県 茨城県⾼知県東京都多摩

森林組合と製材所調査

6

アメリカフィンランドオーストリア

建築⽤⽊材データベースの開発
2009年から積み上げ法と産業連関分析法の複合データ開発（国内外22箇所を現地調査）

カナダ

1
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LCCM住宅研究開発委員会（村上周三
委員⻑）傘下の LCCO2部会（伊⾹賀
俊治部会⻑）が国内外の森林・製材
所現地調査、統計資料調査に基づき
開発

これまで
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製材所でのヒアリング
（⾼知県）（東京都でも）

⼤規模な製造機械
（フィンランド）

森林施業現場でのレクチャー
（フィンランド）

2009年から⽊材製品データベース開発 国内外22箇所を現地調査

LCCM住宅研究開発委員会（村上周三委員⻑）傘下の LCCO2部会（伊⾹賀俊治部会⻑）が国内外の森林・製材所現地調査、統計資料調査に基づき開発

0

50

100

樹種 スギ スギ ヒノキ ヒノキ スプルース
B利⽤率※ 46% (現状) 100% (推計) 46% (現状) 100% (推計) 99%(現状)

各樹種の⽊材⽣産に伴うCO2排出量

CO
2排

出
量

[k
g-

CO
2]

建築⽤⽊材データベースの開発

現地調査報告書

7

1これまで
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建築⽤製材のCO2収⽀推計条件

解体・廃棄

製造

森林施業 製造

⽊材の廃棄・焼却による
CO2排出量

⽊材⽣産に伴う
CO2排出量

原⽊輸送

消費地へ

端材
チップ等林地残材樹⽊の⽣⻑に伴う

CO2吸収量

⽣⻑ 新植

⽣⻑に伴いCO2を吸収

製材輸送

◇推計範囲︓

化⽯燃料起因

製造

⽊材の
カーボンニュートラル※

廃棄・焼却⽣⻑ 伐採⽣⻑

※ 樹⽊⽣⻑過程のCO2 吸収量と、焼却したときのCO2排出量で相殺されること

建築⽤⽊材データベースの開発 1これまで

8
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各樹種の半減期(寿命)設定における平均CO2収⽀ 地場産材(⾼知県産材)
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スプルース(輸⼊)
B率:99%

ヒノキ(地場産)
B率:46%
スギ(地場産)
B率:46%

ヒノキ(地場産)
B率:100%

スギ(地場産)
B率:100%

約70年
約77年

利⽤期間を100年以上にしないと
CO2収⽀がプラス(吸収)にならない

スギ︓40年伐採・B利⽤率100%
利⽤期間約70年で
CO2収⽀がプラス(吸収)に

ヒノキ︓50年伐採,B利⽤率100%
利⽤期間約77年で
CO2収⽀がプラス(吸収)に

欧州材(フィンランド材)
地場産材よりも
利⽤期間を⻑くする必要

建築⽤⽊材データベースの開発 1
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これまで

9



理事⻑ 伊⾹賀俊治
Prof. Emeritus, Keio University
慶應義塾⼤学名誉教授

Toshiharu IKAGAPresident, Institute for Built Environment and Carbon Neutral for SDGs

ゼロカーボンビル推進会議 2022-24年度

連携

学識者・国⼟交通省・経済産業省・環境省・
林野庁・東京都・⼤阪府・業界団体

エンボディド・カーボン評価ＷＧ
主査︓伊⾹賀俊治（前出）

ゼロカーボンビル推進会議
委員⻑︓村上周三 東京⼤学名誉教授
委員⻑代理︓伊⾹賀俊治 慶應義塾⼤学名誉教授

10

ツール開発 SWG ①
主査︓伊⾹賀 俊治 (前出）

データベース検討 SWG ②
主査︓清家 剛 東京⼤学教授

海外情報 SWG ③
主査︓堀江 隆⼀ CSRデザイン環境投資顧問社⻑

伊⾹賀俊治
委員⻑代理

村上周三
委員⻑

⽥辺新⼀ 委員
⽇本建築学会会⻑（当時）

国⼟交通省
経済産業省

環境省

東京都

⼤阪府

第１回ゼロカーボンビル推進会議2022.12.5
G7気候・エネルギー・環境⼤⾂公式声明
（2023.4.16）
建物のライフサイクル全体の排出
量を削減する⽬標推進を推奨。

花粉症に関する関係閣僚会議決定
（2023.5.30）
建築物に係るライフサイクルカーボン
評価⽅法の構築（３年を⽬途）

G7 都市⼤⾂会合公式声明
（2023.7.9）
設計、建設、運⽤、管理、解体に⾄
るまで、ネット・ゼロの建築物のラ
イフサイクルを推進する必要を推奨。

建設時GHG排出量算定ﾏﾆｭｱﾙ検討会
座⻑︓⼭本 有 三井不動産ｱｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ推進部⻑

【事務局︓不動産協会】
プライム市場上場会社のTCFD提⾔に沿った
SCOP3カーボン開⽰の実質義務（2021.6）
で努⼒が報われる評価⼿法が求められた

2現在

ゼロカーボンビル推進会議 https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/

https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/
https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/
https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/
https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/
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欧州９ヶ国 ホールライフカーボン規制措置を導⼊

国 評価
義務

上限値
規制 対象⽤途 算定対象

オランダ 2013- 2018- 事務所、住宅 エンボディド
カーボン

スウェーデン 2022- 2027- 100㎡以上の全
て

アップフロン
トカーボン

フランス 2022- 2022- 事務所、住宅、
教育施設

ホールライフ
カーボン

デンマーク 2023- 2023- 全⽤途 ホールライフ
カーボン

フィンランド 2025- 2025- 全⽤途 ホールライフ
カーボン

ロンドン(英国) 2021- N.A. ⼀定規模以上の
全⽤途

ホールライフ
カーボン

注︓上表のほか、ノルウェー(2022年）、エストニア（2025年）、
アイスランド（2025年）において規制措置を導⼊

欧州におけるホールライフカーボン規制

規制発効中
規制発効間際

規制なし

11⽇・OECDハイレベル政策セミナー(2025.2.20)今村敬 内閣審議官発表資料より

EU建築物エネルギー性能指令 2024年4⽉
EPBD: Energy Performance of Building Directive 

11

2現在
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J-CAT 建築物ホールライフカーボン算定ツール

12

EXCELファイル名

1_J-CAT_Software_Simplified Calculation_v2.0

マニュアル      ソフト
マニュアル＋ソフト＝ツール

約 170⾴

2_J-CAT_Software_Standard Calculation_v2.0

3_J-CAT_Classfication Table_v2.0
（内訳書）仕訳表
4_J-CAT_Summary Table_v2.0
（集計表）
5_J-CAT_Software_Detailed Calculation_v2.0
（算定結果表⽰ソフト）

算定ソフト_簡易算定法

算定ソフト_標準算定法

⽀援ツール_詳細算定法

0_J-CAT_Manual_v2.0

特徴② ホールライフカーボンの算定
が可能

特徴① 活⽤⽬的に合わせた3つの
算定法を提供

特徴④ デフォルト値の充実
冷媒漏洩率/更新率/修繕率など

資材数量削減、低炭素資材採⽤、EPD（環境製
品宣⾔）の活⽤、⽊材利⽤、施⼯努⼒、⻑寿命
化、フロン削減、オペレーショナルとエンボ
ディドのトレードオフなど、多様なGHG排出量
削減⼿法に対応

特徴③ 従来から多⽤されている簡易
的な⾦額ベースでは無く、数量ベース
で算定が可能

特徴⑤ 算定結果情報の充実
詳細な内訳、時間経過に伴う算定条
件の変化を加味した結果表記など

簡 易 算 定 法
標 準 算 定 法
詳 細 算 定 法

2024年10⽉正式版公表
ゼロカーボンビル推進会議
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Upfront, Upfront
以外のEmbodied, 
Operational 
carbonの⽐率を表記
①竣⼯〜10, 30, 60
年⽬積算、②竣⼯〜
2030, 2050年積算
の2ケースで表記可能

建築物ホールライフカーボン時系列表⽰例
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①電⼒の排出係数が将来変化しない場合、②将来的に排出係数
が⼩さくなる場合をの2ケースの結果が切替表記可能

2現在

ゼロカーボンビル推進会議 https://www.ibecs.or.jp/zero-carbon_building/

フランスのような
ダイナミックLCA
が国際的に合意さ
れれば⽊造建築物
の炭素貯蔵効果が
より⼤きくなり、
⽊造建築推進の⼀
助に
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11-1
3-2
8-1
6-2

13-1
3-1
9-2
4-1
9-1
2-3
2-5
9-5
6-1
1-1
9-3

10-1

UC (kg-CO2e/m2)

直接仮設

⼟⼯・地業

コンクリート

鉄⾻

鉄筋

⽊造

デッキプレート

外装

内装

その他

電気

空調

衛⽣

搬送

共通費分

[延⾯積分類] A:300㎡未満、B:300㎡以上2,000㎡未満、C:2,000㎡以上5,000㎡未満、
D:5,000㎡以上10,000㎡未満、E:10,000㎡以上30,000㎡未満、F:30,000㎡以上50,000㎡未満、
G:50,000㎡以上100,000㎡未満、H:100,000㎡以上
[階数分類]    a:地上5階以下、b:地上6〜10階、c:地上11〜20階、d:地上21〜30階、e:31階以上

ID 新築・改修 主⽤途 主構造 ⾯積 階数
2-2 新築 流通施設 S E a
7-1 新築 流通施設 S G b
9-4 新築 集合住宅 RC H e
2-1 新築 集合住宅 SRC G e
8-2 新築 集合住宅 RC D a
2-4 新築 集合住宅 RC E b
4-2 新築 集合住宅 RC C a
5-1 新築 学校（⼩中⾼） W C a
11-2 新築 学校（⼩中⾼） S E a
11-1 新築 病院 S G b
3-2 新築 病院・診療所 S E b
8-1 改修 事務所 S E b
6-2 改修 事務所 SRC D b
13-1 新築 事務所 S E c
3-1 新築 事務所 S D b
9-2 新築 事務所 S D c
4-1 新築 事務所 S D c
9-1 新築 事務所 S G d
2-3 新築 事務所 S D c
2-5 新築 事務所 S B b
9-5 新築 事務所 S H d
6-1 新築 事務所 S D a
1-1 新築 事務所 RC C a
9-3 新築 事務所等複合 S H e
10-1 新築 ホテル S E c

アップフロントカーボンの分析結果
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流通施設

集合住宅

学校（⼩中⾼）

病院

事務所

ホテル

新築平均1,164kgーCO2e/m2

（改修）
（改修）

2現在
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ホールライフカーボンの分析結果
ID 新築・改修 主⽤途 主構造 ⾯積 階数
11-2 新築 学校（⼩中⾼） S E a
5-1 新築 学校（⼩中⾼） W C a
2-2 新築 流通施設 S E a
7-1 新築 流通施設 S G b
8-2 新築 集合住宅 RC D a
9-4 新築 集合住宅 RC H e
2-4 新築 集合住宅 RC E b
2-1 新築 集合住宅 SRC G e
4-2 新築 集合住宅 RC C a
6-1 新築 事務所 S D a
1-1 新築 事務所 RC C a
9-2 新築 事務所 S D c
8-1 改修 事務所 S E b
13-1 新築 事務所 S E c
9-1 新築 事務所 S G d
9-5 新築 事務所 S H d
4-1 新築 事務所 S D c
2-5 新築 事務所 S B b
2-3 新築 事務所 S D c
3-1 新築 事務所 S D b
9-3 新築 事務所等複合 S H e
6-2 改修 事務所 SRC D b
3-2 新築 病院・診療所 S E b
11-1 新築 病院・診療所 S G b
10-1 新築 ホテル S E c
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6-2
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WLC (kg-CO2e/m2・年)

直接仮設
⼟⼯・地業
コンクリート
鉄⾻
鉄筋
⽊造
デッキプレート
外装
内装
その他
電気
空調
衛⽣
搬送
共通費分
維持管理
フロン漏えい
オペレーショナル

流通施設

集合住宅

学校（⼩中⾼）

病院

事務所

ホテル

新築平均114.1kgーCO2e/m2・年

[階数分類]    a:地上5階以下、b:地上6〜10階、c:地上11〜20階、d:地上21〜30階、e:31階以上

[延⾯積分類] A:300㎡未満、B:300㎡以上2,000㎡未満、C:2,000㎡以上5,000㎡未満、
D:5,000㎡以上10,000㎡未満、E:10,000㎡以上30,000㎡未満、F:30,000㎡以上50,000㎡未満、
G:50,000㎡以上100,000㎡未満、H:100,000㎡以上
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建築物ホールライフカーボン（ダイナミックLCAの継続検討）
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2現在

建設時点から温室効果ガスの発⽣時期が遅いほど、RE2020が採⽤する
ダイナミックファクター⼩＝みかけ上のGHG排出量 ⼩ として評価

建設時点

影響評価期間100年

=0.58
排出後1〜100年⽬の影響累積

竣⼯時点排出影響 よりも竣⼯後50年⽬の排出影響量
は42％排出量が⼩さい

竣⼯後50年⽬
排出影響＝
50年分の合計値

竣⼯時点排出影響
＝100年分の合計値

排出後1〜50年⽬の影響累積
(竣⼯50年⽬〜100年⽬)

放
射

強
制

⼒
(正
の
値
は
地
球
を
暖
め
る
)

100年間

竣⼯後50年⽬
にGHG排出

100年⽬50年⽬

排出からの経過時間

【図引⽤】Recommandations pour lʼintroduction de lʼAnalyse de Cycle de Vie (ACV) dans la Réglementation Environnementale (RE) 2020 des bâtiments』
（著者︓Anne Ventura, directrice de recherche, Univ. Eiffel (MAST/GPEM), Adélaïde Feraille, Dr. ENPC (NAVIER)）掲載図に事務局がコメントを追記した。

 監修︓エコロジカル・トランジション省 /住宅総合企画局）。⼤気中CO2濃度を2ppmとし、その⼤気中のCO2の質量に対する放射強制⼒を算出している。

フランスのWLC関連制度 RE2020が採⽤するダイナミックLCA ⽊質集成材の場合、
建設時の炭素貯蔵
評価は係数１で評
価されるのに対し、
50年後の廃棄（燃
焼）時の排出には
係数0.578を乗じ
た評価となるため、
（プラス・マイナ
ス・ゼロの評価と
はならずに）結果
的に排出量が⼤き
くマイナスとして
評価される。
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試⾏版以降に公開されたEPD（SuMPO環境ラベルプログラム）の取込、EPD International に登録さ
れている⽇本製品の取込などによりEPDの充実を図る。

SuMPO-EPD 「分野︓建設・建築製品」の新規公開状況（2024年4〜9⽉）
ガラス、コンクリート、CLT、⽯膏ボードなどが公開、試⾏版ではISO21930
準拠データに限定していたが、 ISO21930に定義されるモジュール単位の環境
負荷情報のある建設・建築製品に条件緩和することでEPD採⽤数の充実を図る
JR-BZ-24002E チタン厚板TranTixxii® -Eco ⽇本製鉄株式会社
JR-BZ-24001E チタン厚板 ⽇本製鉄株式会社
JR-BP-24002E LOVAL 不燃パネル（6mm ケイ酸カルシウム板）TOPPAN株式会社
JR-BP-24001C 砕⽯ 福原産業株式会社
JR-BY-24002E 低炭素型のコンクリート クリーンクリート® (呼び強度︓27以上40以下) 株式会社⼤林組
JR-BY-24001E 普通ポルトランドセメントを使⽤したコンクリート (呼び強度︓27以上40以下) 株式会社⼤林組
JR-AU-24001E デコスファイバー 株式会社デコス
JR-AC-24004E チヨダサーキュラーせっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24003E   チヨダゼナジーボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24002E   チヨダせっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-AC-24001E   チヨダ強化せっこうボード チヨダウーテ株式会社
JR-CF-24001E 直交集成板（CLT） 銘建⼯業株式会社
JR-AJ-24030E  厚鋼板 中部鋼鈑株式会社
JR-CB-24001E バスパネルBTｊ フクビ化学⼯業株式会社
JR-AJ-24029E  鋼管杭・鋼管⽮板（板巻鋼管） ⽇本製鉄株式会社
JR-AJ-24028E  鋼管杭（電縫鋼管）⽇本製鉄株式会社
JR-AJ-24027E  鋼管杭・鋼管⽮板（スパイラル鋼管） ⽇本製鉄株式会社
JR-BS-24001E 透明フロート板ガラス AGC株式会社 建築ガラス アジアカンパニー

参照︓https://ecoleaf-label.jp/epd/search

①データ更新周期、②継続的な更新⽅法⇒算定者が追加 or ツール開発SWG以外
（EPD管理団体）で実施など、③対象EPDプログラム範囲

J-CATに登録済みのEPD（順次追加）
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⽊材製品の排出原単位と炭素貯蔵量の例
国⼟交通省 第３回 建築物のライフサイクルカーボンの
算定・評価等を促進する制度に関する検討会
資料3-4 ⽊材製品の原単位整備に係る状況について
（服部委員発表資料）
https://www.mlit.go.jp/common/001898983.pdf

2現在
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⽊材製品の排出原単位と炭素貯蔵量の例
国⼟交通省 第３回 建築物のライフサイクルカーボ
ンの算定・評価等を促進する制度に関する検討会
資料3-4 ⽊材製品の原単位整備に係る状況について
（服部委員発表資料）
https://www.mlit.go.jp/common/001898983.pdf
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国の制度検討体制とゼロカーボンビル推進会議 2025年度-

20

建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議
議⻑︓阪⽥ 渉 内閣官房副⻑官補（内政担当）

内閣官房HP
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/index.html

【事務局︓内閣官房・国⼟交通省】関係省庁局⻑級が委員

ゼロカーボンビル推進会議
委員⻑︓村上周三 東京⼤学名誉教授
委員⻑代理︓伊⾹賀俊治 慶應義塾⼤学名誉教授

ツール開発WG
主査︓伊⾹賀 俊治 (前出）

データベース検討WG
主査︓清家 剛 東京⼤学教授

海外情報WG
主査︓堀江 隆⼀ CSRデザイン環境投資顧問社⻑

中⻑期戦略・情報発信WG
主査︓伊⾹賀俊治(前出）

【事務局︓IBECs/JSBC】

連携
建設時GHG排出量算定
マニュアル検討会
座⻑︓⼭本 有 三井不動産
サステナビリティ推進部⻑

建材EPD検討会議
委員⻑︓清家 剛（前出）

建築物のライフサイクルカーボンの算定・評価等を促進する制度に関する
検討会 座⻑︓伊⾹賀俊治（前出）

【事務局︓⽇本建材・住宅設備産業協会】

【事務局︓国⼟交通省】

2025年度
J-CAT⼾建開発

国⼟交通省HP https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/jutakukentiku_house_tk4_000302.html

【事務局︓不動産協会】

建築物ライフサイクルカーボ
ン基準原案検討実務者会議
委員⻑︓伊⾹賀俊治（前出）
【事務局︓JSBC】

官庁施設のライフサイクルカーボン
削減に関する検討会 座⻑︓伊⾹賀俊治
【事務局︓国⼟交通⼤⾂官房官庁営繕部】

2025年度より住団連、
JBNメンバー参加

2

2025年8⽉β版、2025年11⽉試⾏版、2026年3⽉正式版（予定）
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ライフサイクル
カーボン
（竣⼯時）

ライフサイクル
カーボン
（竣⼯時）

⽬指すべき社会像（ステークホルダー関係図）

設計者

計画・設計 施⼯

・設計時の建築物LCA
を実施（最適設計を
検討）

・施⼯・調達等時の
CO2削減⽅針を整理

ライフサイクル
カーボン設計

建築主
（不動産事業者等）

施⼯者

・仕様書・調達等
の⽅針
・ライフサイクル
カーボン⽬標

建築物LCA結果を活⽤
・施⼯業者の選定・発注
・調達の考慮事項（政府は率先購⼊）

・グリーン材の調達など建材・設
備の調達時及び施⼯時に配慮

・竣⼯時に建築物LCAを実施

竣⼯時ライフサイクル
カーボンの表⽰

建築物利⽤者

・物件選定に活⽤
・環境配慮取組として活⽤

使⽤

建材・設備製造事
業者 ・グリーン材の製造

・EPD等による原単位表⽰

グリーン
建材

EPD等
原単位

EPD等
原単位
削減貢献量
削減実績量

削減貢献量
削減実績量

削減貢献量
削減実績量

投資家・
⾦融機関

・有価証券報告
書のサステナ
ビリティ情報
開⽰(Scope3
等)に活⽤

・企業の環境配
慮取組に着⽬
した投融資へ
の対応・活⽤

ライフサイクル
カーボン
（設計時）

解体
国⼟交通省、経済産業省、環境省、農林⽔産省

国⼟交通省

●●kgCO2e
/㎡*year

国⼟交通省

国⼟交通省、環境省

国⼟交通省、経済産業省、
環境省、⽂部科学省

⾦融庁

※⾚字は主な担当省庁

建材・設備製造事業者、建築主（不動産事業者等）、設計者、施⼯者、建築物利⽤者それぞれが⾏う脱炭素取組を促進し、
また、評価される⽣産プロセス・市場の構築を図ることを通じ、建築物のライフサイクルカーボンの削減を促す。
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内閣官房 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議

出典︓内閣官房公表資料 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/index.html

2現在

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/index.html
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有価証券報告書 Scope 3 GHG排出量開⽰義務化へ

出典︓⾦融庁「⾦融審議会 サステナビリティ情報の開⽰と保証のあり⽅に関するワーキング・グループ」（第３回）2024.6.28資料
https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241010.html

IFRS（International Financial Reporting Standards）︓国際財務報告基準 における定義（IFRS S2号 付録A)

サステナビリティ情報開⽰
義務化スケジュール（案）

株式時価総額
３兆円以上 2027年3⽉期〜
１兆円以上 2028年3⽉期〜
５千億円以上 2029年3⽉期〜
ﾌﾟﾗｲﾑ全企業 203X年3⽉期〜
３兆円以上︓三井不動産
１兆円以上︓⼤和ハウス⼯業、三菱地所、積

⽔ハウス、住友不動産、⼤林組、
⿅島建設、⼤成建設、住友林業、
積⽔化学⼯業、東急、ヒュー
リック

５千億円以上︓阪急阪神HD、清⽔建設、
⽇本経済新聞Web（2025.1.21）
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-
jp/market-cap-high/?page=1

2現在

https://www.fsa.go.jp/news/r6/singi/20241010.html
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-jp/market-cap-high/?page=1
https://www.nikkei.com/marketdata/ranking-jp/market-cap-high/?page=1
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今後の検討・施策ロードマップ
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内閣官房 建築物のライフサイクルカーボン削減に関する関係省庁連絡会議

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度以降
l実施を促す措置の検討
l算定⽅法の統⼀化
l⽀援制度の実施
l建築物LCA結果の蓄積⼿法
l国による先⾏実施
l標準的な値等の設定

原
単
位
整
備

l主要建材等の特定
l原単位整備促進・⽀援
l第三者検証体制整備
l原単位DB

表
⽰

l表⽰を担保する仕組みの検討

l表⽰⽅法の統⼀化

検討 構築

そ
の
他

lグリーン調達推進

アップフロントカーボン
ライフサイクル
カーボン

アップフロントカーボン
ライフサイクル
カーボン

検討

検討
構築

建
築
物
L
C
A
制
度

関連省庁及び学識・業界を交えた検討会において議論を予定

実施省庁において検討・実施

建
築
物
L
C
A
に
つ
い
て
制
度
化
を
⽬
指
す

出典︓内閣官房公表資料 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/building_lifecycle/index.html
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国⼟交通省 建築物LCA制度検討会 2025年度-

24https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000302.html

委 員 名 簿（五⼗⾳順、敬称略）◎︓座⻑ ○︓副座⻑
秋元 孝之 芝浦⼯業⼤学建築学部⻑ 教授

◎伊⾹賀 俊治 慶應義塾⼤学 名誉教授（⼀財）住宅・建築 SDGs 推進センター 理事⻑
○稲葉 敦 （⼀社）⽇本 LCA 推進機構 理事⻑
⽞地 裕 （国研）産業技術総合研究所エネルギー・環境領域 副領域⻑ （兼務）
研究推進本部 CCUS 実装研究センター 研究センター⻑
⼩⼭ 師真 （⼀社）⽇本冷凍空調⼯業会 政策審議会⻑
清家 剛 東京⼤学⼤学院新領域創成科学研究科 教授
⾼井 啓明 （⼀社）⽇本建設業連合会 建築設計委員会 カーボンニュートラル設計専⾨部会 主査
⾼橋 正之 （⼀社）セメント協会 ⽣産・環境幹事会幹事⻑
⾼村 ゆかり 東京⼤学未来ビジョン研究センター 教授
辻 早⼈ （株）⽇本政策投資銀⾏ アセットファイナンス部⻑
堂野前 等 （⼀社）⽇本鉄鋼連盟 国際環境戦略委員会委員⻑
中川 雅之 ⽇本⼤学経済学部 教授
中村 幸司 帝京科学⼤学 総合教育センター 教授
服部 順昭 東京農⼯⼤学 名誉教授
久⽥ 隆司 （⼀社）板硝⼦協会 建築委員会技術部会⻑
松岡 公介 東京都環境局 建築物担当部⻑
柳井 崇 （株）⽇本設計常務 執⾏役員 環境技術担当
⼭本 有 （⼀社）不動産協会 環境委員会 副委員⻑
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国⼟交通省 建築物LCCO2削減ロードマップ

25https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000302.html
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第１ステップの対象とする建築物の考え⽅と例

26https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000302.html

2現在

建築物LCCO2評価及び⾃主的削減が⼀般的に⾏われるための環境整備を進めるため、
算定を促すための緩やかな規制的措置（例︓建築主のLCCO2評価・届出、設計者の建
築主への説明）の導⼊と誘導的措置（例︓第三者評価・表⽰制度）を⼀体的に講じる
べき

https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk4_000302.html
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出典︓国⼟交通省︓ESG不動産投資のあり⽅検討会中間とりまとめ(2019)

脱炭素 ウェルビーング

カーボンニュートラル＋ウェルビーイング対応を
3

27

これから

住宅 幼稚園

学校

事務所

庁舎

事務所

庁舎

⽊造建築推進のためには
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CASBEE 評価認証件数（累計）
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CASBEEWO評価認証
CASBEE街区評価認証
CASBEE不動産評価認証
CASBEE⼾建評価認証
CASBEE建築評価認証

ESG投資、健康経営の
世界的潮流によって、
CASBEE-不動産が牽引し
認証数が急増中

2022年度末の

1.9倍

2347

1678

1073
1302

2024年度末

4381

209

28

3これから

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/kenkokeieioffice_report.pdf
出典︓経済産業省 健康経営サイト

健康経営オフィスとは、
健康を保持・増進する⾏動を誘発
することで、働く⼈の⼼⾝の調和
と活⼒の向上を図り、ひとりひと
りがパフォーマンスを最⼤限に発
揮できる場

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/downloadfiles/kenkokeieioffice_report.pdf
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SBE25 TOKYO

日時：2025 年 9月 24 日 ( 水 ) ～ 25 日 ( 木 )
会場： 都市センターホテル

2025 年 04 月  初  旬：一般参加登録開始

Neutralizing Whole Life Carbon and 
Improving Well-Being to Achieve the SDGs

2024 年 12 月 18 日：アブストラクト提出締め切り

主催：SBE25 Tokyo 組織委員会

共催：

※発表論文及びスライドは英語ですが、会場には日英同時通訳が入ります。

スケジュール

サステナブル建築都市国際会議 2025 東京大会
Sustianable Built Environment Conference 2025 in Tokyo

ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上による SDGs の達成

2025 年 09 月 23 日：プレイベント ( 学生フォーラム )

隈研吾氏

©Designhouse

2025 年 09 月 24 日：開会式、基調講演、学術発表
2025 年 09 月 25 日：学術発表、閉会式
2025 年 09 月 26 日：ポストカンファレンスツアー

2025 年 02 月 28 日：フルペーパー提出締め切り

https://www.sbe25tokyo.jp/

論文募集
詳細は SBE25 Tokyo
HP をご覧ください
（SBE25Tokyo で検索）

基調講演

SBE25 TOKYO

日時：2025 年 9月 24 日 ( 水 ) ～ 25 日 ( 木 )
会場： 都市センターホテル

2025 年 04 月  初  旬：一般参加登録開始

Neutralizing Whole Life Carbon and 
Improving Well-Being to Achieve the SDGs

2024 年 12 月 18 日：アブストラクト提出締め切り

主催：SBE25 Tokyo 組織委員会

共催：

※発表論文及びスライドは英語ですが、会場には日英同時通訳が入ります。

スケジュール

サステナブル建築都市国際会議 2025 東京大会
Sustianable Built Environment Conference 2025 in Tokyo

ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上による SDGs の達成

2025 年 09 月 23 日：プレイベント ( 学生フォーラム )

隈研吾氏

©Designhouse

2025 年 09 月 24 日：開会式、基調講演、学術発表
2025 年 09 月 25 日：学術発表、閉会式
2025 年 09 月 26 日：ポストカンファレンスツアー

2025 年 02 月 28 日：フルペーパー提出締め切り

https://www.sbe25tokyo.jp/

論文募集
詳細は SBE25 Tokyo
HP をご覧ください
（SBE25Tokyo で検索）

基調講演
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SBE25Tokyo国際会議

宿本尚吾
国⼟交通省住宅局⻑

Greg Foliente
メルボルン⼤学教授

Thomas Lützkendorf
カールスルーエ⼯科⼤学教授

伊⾹賀俊治
SBE25Tokyo組織委員⻑

ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上によるSDGsの達成

Sponsored by:

Co-organized by:

Architectural Institute of Japan

Supported by:
The Japan Gas Association

基調講演 ⾃然への回帰
隈 研吾 建築家・東京⼤学名誉教授

3これから
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特別セッション1 Improving Health & Wellbeing 9/24(⽔)13:30-16:00
S1-1 Philippa Howden-Chapman オタゴ⼤学教授（ニュージーランド）

ニュージーランドと国際的な健康・福祉を向上する住宅の政策と⾏動のエビデンス
S1-2 Helen Viggers オタゴ⼤学 博⼠研究員（ニュージーランド）

ニュージーランドにおける住宅と健康を結びつけるエビデンスと実践
S1-3 苅尾七⾂ ⾃治医科⼤学教授/⽇本⾼⾎圧学会会⻑（⽇本）

⽣活環境病としての⾼⾎圧︓持続可能な⾎圧管理に向けて
S1-4 Steven M Schmidt ルンド⼤学准教授（スウェーデン）

⾼齢者の⾃⽴と幸福の維持︓スウェーデンにおける家庭と地域社会の⽀援戦略

司会︓伊⾹賀俊治 副司会︓中島侑江

SBE25Tokyo国際会議 ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上によるSDGsの達成

3これから
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特別セッション2 Neutralizing Whole Life Carbon 9/25(⽊)9:30-12:00
S2-1 Greg Foliente メルボルン⼤学教授（オーストラリア）

「ドーナツ型」の未来に向けた持続可能でレジリエントな建築環境 ― 安全で公正な地球の実現に必要なブレークスルー
S2-2 Thomas Lützkendorf カールスルーエ⼯科⼤学教授（ドイツ）

建築物のライフサイクル温室効果ガス排出削減 - ドイツとヨーロッパにおける現在の取り組み
S2-3 今村 敬 内閣官房副⻑官補付内閣審議官

住宅・建築分野の脱炭素化に向けた⽇本の政策 ―ライフサイクルカーボンの削減―
S2-4 鮫島俊⼆ 東京都環境局気候変動対策部事業⽀援担当課⻑

東京都の建築物ホールライフカーボン削減に向けた取り組み
S2-5 ⼭本 有 三井不動産(株) サステナビリティ推進部⻑

ゼロカーボン社会に向けたデベロッパーの取り組み

SBE25Tokyo国際会議 ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上によるSDGsの達成

3これから
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特別セッション3 Local Actions to achieve SDGs 9/25(⽊)14:30-17:00
S3-1 Chin Siong HO マレーシア⼯科⼤学教授

SDGs・カーボンニュートラル・CASBEEイスカンダールへのマレーシアの取り組み
S3-2 上定昭仁 松江市⻑

誇れるまち・夢を叶えるまち「松江」の創造、SDGsを羅針盤として
S3-3 武智邦典 伊予市⻑

伊予市⽴翠⼩学校エコフロー事業の取り組みから地域づくりへ
S3-4 安成信次 JBN会⻑・久原英司 JBN副会⻑

地域⼯務店のSDGsへの取り組みと熊本・能登地震復興への地域⼯務店の貢献

SBE25Tokyo国際会議 ホールライフでのカーボンニュートラル化と
ウェルビーイングの向上によるSDGsの達成
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ウッドチェンジ協議会@農林⽔産省本館7階講堂（2025.10.3）

建築物ライフサイクルカーボン評価に関する制度と
建築物における⽊材利⽤の可能性について

ご聴講ありがとうございました

2

3 これから

1 これまで

建設 解体改修資材製造設計 運⽤

T.Ikaga

UC 新築⼯事 EC-UC 改修⼯事OC 建物運⽤

現在
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建築物WLCA関連の⽀援制度（R8年度概算要求）
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